
１．はじめに 

鉄筋コンクリート構造物で起きる経年劣化の代表例として，鉄筋

腐食による付着劣化が挙げられる。鉄筋の腐食進行にともなって鉄

筋の質量減少率が上昇すると，腐食生成物の膨張圧によりコンクリ

ートにひび割れが発生する。これにより膨張圧が大幅に低下し，鉄

筋とコンクリートの付着強度の低下を引き起こす 1）。鉄筋腐食によ

って部材表面まで到達したひび割れは目視での観察が可能であり，

部材表面のひび割れと付着劣化の関係を明らかにすることで，実部

材における劣化状況の把握につなげることができると考えられる。 

本研究では，破砕剤充填パイプ（Expansion Agent Filled Pipe：

以下 EAFP）により腐食ひび割れを模擬した試験体における付着性状

を検討する。EAFP は試験体に埋設されたアルミパイプに，コンクリ

ートの解体等で使用される静的破砕剤を充填することで腐食ひび割

れを模擬する方法である。代表的な腐食促進試験である電食試験と

比較して短期間で試験を行うことができ，また，腐食生成物による

鉄筋の体積膨張で発生する，実際の腐食ひび割れ発生に近いメカニ

ズムにより腐食ひび割れを模擬することができる。既往の研究 2）で

は EAFP を導入して腐食ひび割れを模擬し，試験体表面に発生した加

力前ひび割れ幅を変動因子とした鉄筋引抜き試験が行われた。加力

前ひび割れ幅の増加に伴って最大付着応力が低下することが報告さ

れており，EAFP を用いることで付着劣化を模擬できることが確認さ

れている。 

さらに既往の研究 3）では，EAFP によってひび割れを模擬した付着

長が短い試験体を対象に，単調引抜き試験および繰返し引抜き試験

が実施された。単調加力および繰返し加力の両方において，加力前

ひび割れ幅の増加に伴い最大付着応力が低下する傾向が確認された。

しかし，実験された繰返し荷重の履歴は限られており，付着応力－

すべり量関係のモデル化には至っていない。また，実構造物におけ

る付着長は鉄筋径の数十倍以上であり，実部材に近い条件下として

付着長の長い試験体について検討を行う必要がある。 

本研究では，鉄筋腐食ひび割れがコンクリートと鉄筋の付着性状

に与える影響を検討することを目的とし，EAFP により鉄筋腐食ひび

割れを模擬した付着長の短い試験体の単調引抜き試験および繰返し

引抜き試験を実施する。実験より得られる付着応力－すべり量関係

の繰返し履歴について，履歴モデルの構築を行い，実験結果との比

較検討を行う。さらに，付着長の長い試験体の単調引抜き試験を実

施する。提案した付着応力－すべり量関係を用いて付着解析を行い，

実験結果との比較検討を行う。 

２．破砕剤充填パイプによる腐食模擬 

腐食ひび割れを模擬する手法として EAFP を使用する。既往の研究

4）において提案された同手法は，試験体に埋設されたアルミパイプ

に，コンクリートの解体等で使用される静的破砕剤を充填すること

で腐食ひび割れを模擬する方法である。静的破砕剤の化学反応によ

る内部圧によってアルミパイプ周囲からコンクリートにひび割れを

発生させ，破砕剤充填後の時間経過によりひび割れ幅を制御する。 

本研究においても EAFP により腐食ひび割れを模擬し，試験体表面

の加力前ひび割れ幅を実験の変動因子として設定し，鉄筋の単調引

抜き試験および繰返し引抜き試験を実施する。 

３．付着長の短い試験体の付着試験 

3.1 試験体概要 

試験体形状を図 1 に，試験体一覧を表 1 に示す。試験体の断面は
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170mm×220mm の長方形とし，断面中央に異形鉄筋 D16（SD345）を配

した。試験体軸方向の長さは 112mm とし，鉄筋両端部に塩ビ管によ

り付着絶縁区間を 24mm ずつ設け，付着区間は鉄筋径の 4 倍の 64mm

とした。鉄筋中央から 50mm 位置に外径 22mm，厚さ 1mm のアルミパ

イプを 2 本埋設し，腐食ひび割れを模擬する試験体においては，静

的破砕剤を充填することで加力前にひび割れを発生させた。試験体

は単調加力試験体が 6 体，後述する 2 種類の加力履歴（繰返し C1

履歴，繰返し C2 履歴）による繰返し加力試験体が 36 体の計 42体で

ある。コンクリートの目標強度は，1960～70 年代に建設された建物

を想定し，18MPa とした。加力方法ごとに健全試験体および 5 種類

の加力前ひび割れ幅（0.20，0.40，0.60，0.80，1.00mm）を変動因

子として単調，繰返し引抜き試験を行った。試験体に使用したコン

クリートの材料特性を表 2 に，鉄筋の材料特性を表 3に示す。 

 

3.2 加力・計測方法 

破砕剤充填後に発生した試験体表面の加力前ひび割れ幅は，クラ

ックスケールにより計測した。加力前ひび割れ幅は試験体軸方向の

中央位置と両端から 10mm 位置の計 3 か所において，打設面および打

設底面それぞれ計測を行い，各面の平均値を計測値とした。打設面，

打設底面のいずれかの計測値が目標値に達した段階で加力を開始し

た。 

加力装置を図 2 に、加力履歴を図 3 に示す。試験体両端面にテフ

ロンシートを介して 112mm 径の孔を設けた反力板を設置し，試験体

を両側から挟み込むようにセンターホールジャッキを設置した。両

側のセンターホールジャッキを個々に制御することで，正負交番の

繰返し加力を行った。単調加力の場合は，加力方向正側に設置した

センターホールジャッキのみを用いて加力を行った。計測項目はロ

ードセルによる引抜き荷重，変位計による試験体側面と鉄筋端部間

の相対変位およびπ型変位計による試験体表面のひび割れ幅である。

加力方向と反対側に設置した変位計による相対変位を自由端すべり

量とし，自由端すべり量に試験体付着区間の鉄筋の伸び（付着応力

は一様に分布していると仮定）を加算した変形を荷重端すべり量と

した。 

繰返し加力の加力履歴は荷重端すべり量により制御し，加力方向

正側で加力と除荷をした後に，加力方向負側で同様の加力と除荷を

繰返す正負交番の履歴とした。加力履歴 C1 は荷重端すべり量 0.2mm

で加力方向正負各 30 回繰返す正負交番繰返し履歴，加力履歴 C2 は

荷重端すべり量 0.2，0.4，0.6，0.8，1.0，2.0，4.0mm で加力方向

正負各 3 回ずつ繰返す正負交番漸増繰返し履歴である。 

 

3.3 実験結果 

破砕剤充填後の試験体の加力前ひび割れ状況の例を図 4 に示す。

アルミパイプに破砕剤を充填後，アルミパイプ周囲から鉄筋方向お

よび試験体表面方向の 2 方向にひび割れが発生するサイドスプリッ

ト型のひび割れが発生した。その後，時間経過によりひび割れが進

行することで，試験体打設上面および底面軸方向それぞれに 1 本の

 

図１ 試験体形状 

 

表１ 試験体一覧 

試験体名 
加力前ひび割れ幅 

x.xx（mm） 
試験体数 試験体名称 

M：単調加力 
C1，C2：繰返し加力 
x.xx：加力前ひび割れ幅 

M-x.xx 0.00～1.00 6 
C1-x.xx 0.00～1.00 18 
C2-x.xx 0.00～1.00 18 

 

表２ コンクリートの材料特性 

材齢 圧縮強度（MPa） 弾性係数（GPa） 割裂強度（MPa） 
39 日 18.8 18.0 1.99 
66 日 19.9 17.4 2.26 
101 日 20.3 18.0 2.03 
127 日 19.2 18.2 2.24 
平均 19.7 17.9 2.13 

 

表３ 鉄筋の材料特性 

降伏強度（MPa） 弾性係数（GPa） 引張強度（MPa） 
403 191 554 

 

 

図２ 加力装置 
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図３ 加力履歴 

 

 

図４ 加力前ひび割れ状況 
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加力前ひび割れが確認された。加力前に導入したひび割れが引抜き

加力によって拡大し，数体の試験体において新たに軸方向ひび割れ

が発生する様子が確認された。加力過程においてこれらのひび割れ

が拡幅して最終的な破壊に至った。 

単調引抜き試験によって得られた付着応力－荷重端すべり量関

係（τ－S 関係）を図 5 に示す。付着応力は，引抜き荷重を鉄筋付

着区間の表面積で除することで求めた。同図中に，最大付着応力点

を示す。また，最大付着応力（繰返し加力では同一の加力前ひび割

れ幅試験体の平均値）と加力前ひび割れ幅の関係（τmax－Wcr 関係）

を図 6 に示す。加力前ひび割れのない健全試験体では，ひび割れの

発生とともに荷重が最大に達し，以降荷重が急激に低下した。加力

前にひび割れを導入した試験体では，加力前ひび割れが拡幅しなが

ら荷重が増加し，最大付着応力点以降は荷重が緩やかに低下する様

子が確認された。 

繰返し履歴 C1 の引抜き試験によって得られた付着応力－荷重端

すべり量関係（τ－S 関係）の一部を図 7 に，繰返し履歴 C2 の引抜

き試験によって得られた付着応力－荷重端すべり量関係（τ－S 関

係）の一部を図 8 に示す。繰返し履歴 C1 の引抜き試験の全ての試験

体において，同一の荷重端すべり量で加力と除荷を繰返すことで付

着応力が徐々に低下した。加力履歴で比較すると単調加力，繰返し

加力正側，繰返し加力負側の順に最大付着応力は大きくなった。繰

返し加力正側よりも負側の最大付着応力が小さくなった要因として，

1 サイクル目の正側の加力で鉄筋周囲のひび割れが拡幅してコンク

リートの拘束力が低下したためであると考えられる。 

 

3.4 履歴モデル 

単調，繰返し引抜き試験の結果より，付着応力－荷重端すべり量

関係の履歴モデルを構築する。 

包絡線モデルは単調加力試験結果の付着応力－荷重端すべり量

関係を用い，図 9 に示す 3 種類の特性値により決定される 3直線の

トリリニアモデルとする。いずれの加力前ひび割れ幅の試験体にお

いても荷重端すべり量 0.2mm までには剛性の低下がみられるため，

τ1 は同 0.2mm 時における付着応力とした。τmax は最大付着応力，

Smax は最大付着応力時の荷重端すべり量である。最大付着応力以降

は，単調加力試験体における軟化域を大略に捉え，荷重端すべり量

6mm で付着応力が 0MPa になるように軟化直線を決定した。各特性値

は加力前ひび割れ幅ごとに決定し，それぞれ健全試験体における実

験値で基準化し，回帰計算した値を使用した。回帰計算の結果得ら

れた特性値の一覧を表 4 に，包絡線モデル形状を図 10 に示す。 

繰返し履歴モデルを図 11 に示す。図 10 に示す包絡線モデル，除

荷直線，加力方向移行直線，再載荷直線によって構成される。1 サ

イクル目の加力時は加力開始後 O→A1→B1→P と移行し，加力方向負
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図９ トリリニアモデル 図１０ 包絡線モデル 

 

表４ 包絡線モデルの特性値一覧 

加力前ひび割れ
幅 Wcr（mm） 

τ1,Wcr/τ1,0.00 τmax,Wcr/τmax,0.00 Smax,Wcr/Smax,0.00 

0.00 1.00 1.00 1.00 
0.20 0.52 0.61 4.28 
0.40 0.35 0.56 4.82 
0.60 0.26 0.53 5.16 
0.80 0.21 0.51 5.42 
1.00 0.17 0.50 5.63 
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図１１ 繰返し履歴モデル 

 

A1～A4：除荷開始点（C2 履歴の場合、SA=±0.2,±0.4,±0.6,±0.8,

±1.0,±2.0mm） 

B1～B3：除荷終了点（τB=0） 

C1～C3：加力方向移行直線と再載荷直線の交点 

P，Q：SP=0, SQ=0 

R：再載荷直線と包絡線の交点 
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図５ τ－S 関係（単調） 図６ τmax－Wcr 関係 
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図７ τ－S 関係（繰返し C1 加力） 

 

-4 -2 0 2 4

-4

-2

0

2

4

荷重端すべり量（mm）

付
着

応
力

（
M

P
a）

C2-0.20-2
Max 4.042(MPa)
       -2.729(MPa)

-2 -1 0 1 2

-1

0

1

荷重端すべり量（mm）

付
着
応
力
（

M
P

a）

C2-1.00-2
Max 1.229(MPa)
       -1.208(MPa)

 

図８ τ－S 関係（繰返し C2 加力） 

 

1309



側での加力も同様の過程を経て点 Q を通る。2 サイクル目以降は Q

→C1→A2→B2→P→…→Q→C2→…→A4→R と移行する。各直線のモデ

ル化方法を以下に示す。 

同一すべり量 2 サイクル目以降のピーク点（A）の付着応力をピ

ーク時付着応力低減率αおよびβにより評価する。低減率αは包絡

線上の最大付着応力点までの低減率で，繰返し C1 加力の実験結果か

ら回帰計算をすることで算出した。低減率βは包絡線上の最大付着

応力点以降の低減率で，繰返し C2 加力の実験結果から回帰計算をす

ることで算出した。ピーク時付着応力低減率の実験値と回帰計算の

結果を図 12 に，得られた算定式を式(1)および(2)に示す。 

包絡線最大付着応力以前：τp,N=ατp,1 α=N-0.311 （1） 

包絡線最大付着応力以降：τp,N=βτp,1 β=N-0.699 （2） 

ここで， N：同一すべり量における繰返しサイクル数 

 τp,1：1サイクル目のピーク時付着応力（MPa） 

 τp,N：Nサイクル目のピーク時付着応力（MPa） 

除荷直線に関して，すべり量が減少に転じる点を除荷開始点 A（SA,

τA）とし、図 13 左図に示すように除荷開始点における付着応力の

0.6 倍、0.3 倍の点を結ぶ直線の勾配から除荷勾配 K を算出する。除

荷時の荷重端すべり量 SA は実験結果における最大付着応力時の荷

重端すべり量 Smaxで基準化する。繰返し C2 加力の実験結果から除荷

勾配を算出し，回帰計算をすることで，次式によって除荷勾配 K を

決定した。除荷勾配の実験値と回帰計算の結果を図 13 右図に示す。 

K=5.72(SA/Smax)-0.482 （3） 

ここで， SA：除荷開始時の荷重端すべり量（mm） 

 Smax ：最大付着応力時の荷重端すべり量（mm） 

除荷終了点 B と点 P または点 Q を結ぶ直線により加力方向移行直

線をモデル化する。点 P，点 Q は荷重端すべり量が 0mm における付

着応力点とし，繰返し C1 加力の実験結果から平均値を求め，τ

P=-0.098MPa，τQ=0.098MPa と決定した。 

再載荷直線に関して，各サイクルにおいて付着応力が最大となっ

た点をピーク時付着応力点 A（SPA,τPA）とし，図 14 左図に示すよ

うにピーク時付着応力点とその 0.5 倍の点を結ぶ直線の勾配から再

載荷勾配 L を算出する。ピーク時荷重端すべり量 SPA は実験結果に

おける最大付着応力時の荷重端すべり量 Smax で基準化する。繰返し

C2 加力の実験結果から再載荷勾配を算出し，回帰計算をすることで，

次式によって再載荷勾配 L を決定した。再載荷勾配の実験値と回帰

計算の結果を図 14 右図に示す。 

L=1.36(SPA/Smax)-0.444 （4） 

ここで， SPA：ピーク時荷重端すべり量（mm） 

 Smax ：最大付着応力時の荷重端すべり量（mm） 

繰返し履歴モデルと実験結果の比較の例を図 15 に示す。実験結

果は同一の加力前ひび割れ幅試験体 3 体分の平均化曲線である。 

繰返し履歴モデルにおける各サイクルの付着応力のピーク値は，

荷重端すべり量 0.2mm から 1mm までのサイクルではおおよそ一定，

もしくは徐々に増加する傾向が見られる。一方で，荷重端すべり量

2mm のサイクルにおける付着応力のピーク値は，それ以前のサイク

ルにおける付着応力のピーク値を大きく超えた。加力前ひび割れ幅

1.00mm試験体における荷重端すべり量 2mmのサイクルで実験結果と

差が見られるが，実験結果における挙動を概ねよく表現できている。

また，加力前ひび割れ幅の増加に伴い，付着応力が低下する傾向も

履歴モデルにより表現できている。 

加力前ひび割れのない健全試験体において，既往の研究 5）6）のモ

デル化方法に基づいて繰返し履歴をモデル化した結果を図 16 に示

す。荷重端すべり量 0.4mm のサイクルで付着応力は最大となり，以

降，各サイクルの付着応力のピーク値は減少した。図 15 の履歴モデ

ルと比較すると，加力前ひび割れの有無により挙動に大きな違いが

見られた。健全試験体はひび割れの発生に伴う鉄筋周囲のコンクリ
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図１２ ピーク時付着応力低減率 
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図１３ 除荷勾配 
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図１４ 再載荷勾配 
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図１５ 繰返し履歴モデルと実験結果の比較 
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ートの拘束力の顕著な低下により，鉄筋とコンクリートの新たな噛

み合いが起こらず付着応力が低下すると考えられる。一方で，加力

前にひび割れを導入した試験体は加力開始時から拘束力が小さい状

態であるため，荷重端すべり量が小さい領域内の加力では各除荷開

始すべり量における 1 サイクル目の付着応力のピーク値は大きな変

化がない。しかし，鉄筋のすべりが大きくなることで鉄筋とコンク

リートの間に新たな噛み合いが生じて付着応力が増加したと考えら

れる。 

 

４．付着長の長い試験体の付着試験 

4.1 試験体概要 

試験体形状を図 17 に，試験体一覧を表 5 に示す。試験体の断面は

付着長の短い試験体と同一の 170mm×220mm の長方形とし，断面中央

に異形鉄筋 D16（SD490）を配した。試験体軸方向の長さは 400mm と

し，鉄筋両端部に付着絶縁区間を 40mm ずつ設け，付着区間は鉄筋径

の 20 倍の 320mm とした。アルミパイプの埋設，加力前ひび割れの発

生方法も付着長の短い試験体と同一である。試験体は付着劣化のな

い健全試験体が 1 体，破砕剤の充填により加力前に 5 種類のひび割

れ幅（0.20，0.40，0.60，0.80，1.00mm）を発生させる試験体が 5

体の計 6 体である。試験体に使用したコンクリートの材料特性を表

5に，鉄筋の材料特性を表 7 に示す。 

 

4.2 加力・計測方法 

加力前ひび割れ幅は、試験体軸方向の自由端側から 50mm 間隔の計

7 か所において打設面および打設底面それぞれ計測を行い、各面の

平均値を計測値とした。打設面、打設底面のいずれかの計測値が目

標値に達した段階で加力を開始した。 

加力装置を図 18に示す。単調引抜き試験とし，荷重端側に設置し

た変位計による計測値から試験体付着区間外の鉄筋の伸びを差し引

いた変形を荷重端すべり量とした。 

 

4.3 実験結果 

破砕剤充填後の試験体の加力前ひび割れ状況の例を図 19 に示す。

アルミパイプ周囲から鉄筋方向および試験体表面方向の 2方向にひ

び割れが発生するサイドスプリット型のひび割れが発生した。その

後、時間経過によりひび割れが進行することで、試験体打設上面お

よび底面軸方向にそれぞれ 1本の加力前ひび割れが確認された。加

力前に導入したひび割れが引抜き加力によって拡大し、数体の試験

体において新たに軸方向ひび割れが発生する様子が確認された。加

力過程においてこれらのひび割れが拡幅して最終的な破壊に至った。 

単調引抜き試験によって得られた平均付着応力－荷重端すべり量

関係（τ－S関係）を図 20 に示す。平均付着応力は，引抜き荷重を

鉄筋付着区間の表面積で除することで求めた。同図中に，最大平均

付着応力点を示す。加力前ひび割れのない健全試験体において，ひ

び割れの発生とともに荷重が最大に達し，以降荷重が急激に低下し

た。加力前にひび割れを導入した試験体では，全ての試験体におい

て荷重が最大に達した時点で加力前ひび割れが急激に拡幅し，以降

荷重が低下する様子が確認された。 

 

図１７ 試験体形状 

 

表５ 試験体一覧 

試験体名 
加力前ひび割れ幅 

x.xx（mm） 
試験体数 

M-x.xx 0.00～1.00 6 

 

表６ コンクリートの材料特性 

材齢 圧縮強度（MPa） 弾性係数（GPa） 割裂強度（MPa） 
29 日 15.5 17.1 1.98 

 

表７ 鉄筋の材料特性 

降伏強度（MPa） 弾性係数（GPa） 引張強度（MPa） 
514 189 694 

 

 

図１８ 加力装置 

 

 

 

図１９ 加力前ひび割れ状況 
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最大平均付着応力－加力前ひび割れ幅関係（τmax－Wcr関係）を図

21 に示す。同図中において，付着長の短い試験体の単調引抜き試験

の最大付着応力の結果を M-4d（×マーク）として示す。付着長の短

い試験体の引抜き試験の結果と同様に，加力前ひび割れ幅の増加に

伴い最大平均付着応力は減少する傾向が見られた。付着長の短い試

験体の最大付着応力の結果（M-4d）と比較すると，同一加力前ひび

割れ幅における最大付着応力に大きな差は見られなかった。 

 

4.4 付着解析 

付着長の長い試験体の付着性状の検討として，逐次積分による引

抜き試験の付着解析を行った。本研究では，局所付着性状を表す付

着構成則として，図 10 に示す包絡線モデルを使用した。引抜き試験

における境界条件として，試験体の自由端における鉄筋引張力は 0

である。試験体の微小区間に対して任意のすべり量を自由端側に与

え，付着構成則から付着応力を求める。微小区間における付着応力

分布を一定とみなし，荷重端側におけるすべり量と鉄筋引張力を算

出し，これを順次繰り返すことで荷重端における鉄筋引張力，すべ

り量，付着応力の計算を行う。 

最大平均付着応力時の鉄筋引張応力分布，すべり量分布，付着応

力分布を図 22～図 24 に示す。鉄筋引張応力，すべり量は自由端か

ら荷重端にかけて単調に増加し，荷重端において最大となる。付着

応力は自由端から最大付着応力点まで増加し，その後荷重端まで減

少した。最大付着応力は実験結果と同様に，加力前ひび割れ幅の増

加に伴って減少する。付着解析により得られた平均付着応力－荷重

端すべり量関係と実験結果の比較の例を図 25 に，最大平均付着応力

の解析値と実験値の比較を図 26に示す。全ての試験体において最大

平均付着応力の実験値に対する解析値の比は 0.85～1.11 の範囲に

あり，解析結果は実験結果と良く適合していると考えられる。 

 

５．まとめ 

本研究では，腐食ひび割れがコンクリートと鉄筋の付着性状に与

える影響を検討することを目的とし，EAFP により鉄筋腐食ひび割れ

を模擬した試験体の単調引抜き試験および繰返し引抜き試験を実施

した。 

付着長の短い試験体の単調，繰返し引抜き試験では，付着応力－

荷重端すべり量関係について検討を行った。加力前ひび割れ幅の増

加に伴い，最大平均付着応力は減少する傾向が見られた。また，繰

返し履歴モデルを構築し，実験結果との比較検討を行った。実験結

果における付着応力－すべり量関係の挙動，加力前ひび割れ幅の増

加に伴う付着応力の低下を概ねよく表現できた。 

付着長の長い試験体の単調引抜き試験では，平均付着応力－荷重

端すべり量関係について検討を行った。加力前ひび割れ幅の増加に

伴い最大平均付着応力は減少する傾向が見られ，同一加力前ひび割

れ幅における付着長の短い試験体と，付着長の長い試験体の付着応

力の最大値は近しい値となった。提案した付着応力－すべり量関係

を用いて付着解析を行い，実験結果との比較検討を行った。付着解

析より得られた平均付着応力－荷重端すべり量関係は，実験結果の

平均付着応力－荷重端すべり量関係と良い適合が見られた。 
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図２２ 鉄筋引張応力分布 図２３ すべり量分布 
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図２４ 付着応力分布 
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図２５ 平均付着応力－荷重端すべり量関係の比較 
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